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25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

768 772 777

28
25年度 26年度 27年度

毎年度、国の行政機関、独立行政法人及び国立公文書館等の文書ファイル
管理簿の記載状況や管理状況について、報告を取りまとめ、公表する。

25年度：24年度分取りまとめ公表済み（26年1月）
26年度：25年度分取りまとめ公表済み（27年1月）
27年度：26年度分取りまとめ公表済み（28年2月）

90

100.8 102.1

90

目標最終年度

年度
25年度 26年度 27年度

目標最終年度

-

5 2

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0001

年度

単位

％

- - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

平成２８年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

2 2 2 5 2

0.8 2

執行率（％） 100% 38% 100%

行政機関における行政文
書ファイル等の保存期間が
満了したときの措置（レコー
ドスケジュール）の設定状
況
（27年度実績値は調査中）

平成２４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号。以下「公文書管理法」という。）により、内閣府において適正な公文書管理の運用を確保することが求
められていることを受け、公文書管理法の対象機関となっている国の行政機関、独立行政法人等及び国立公文書館等における公文書管理に関する取組状
況を把握し、公文書管理制度の適正かつ円滑な運用を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-

-

補正予算

2

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

2

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

公文書管理法に基づき、国の行政機関及び独立行政法人等について、行政文書及び法人文書の管理の状況の取りまとめを行う。また、国立公文書館等に
ついて、特定歴史公文書等の保存及び利用状況の取りまとめを行う。特に、国立公文書館等及び歴史資料等保有施設については、既に指定された施設に
対するフォローアップ調査を行うとともに、今後指定を希望する施設に対する調査を実施する。これらの調査結果を基礎資料として適正かつ円滑な公文書管
理の推進に活用するとともに、関係する行政機関等に共有することにより、政府全体における公文書管理の質の向上を図る。

- -

2

- -

-

-

25年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

事業番号

公文書管理推進経費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 公文書管理課 森丘　宏

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

その他の事項経費

-

2

－

実施方法

公文書管理推進経費は、公文書管理法第９条第１項及び第１２条
第１項の規定において、各行政機関の長及び独立行政法人等

は、毎年度、内閣総理大臣に文書ファイル管理簿の記載状況、管
理状況を報告しなければならないとされ、同法第９条第２項及び第
１２条第２項において、内閣総理大臣は、毎年度、行政機関の長
及び独立行政法人等からの報告を取りまとめ、公表しなければな
らないと規定されていることから、当課が直接（外部委託せずに）
実施しているもので、それに係る庁費を予算計上及び執行してい
るものであり、当該事業及び経費の性質上、定量的な目標設定は

困難である。

％

-

代替目標 代替指標
中間目標

- 年度

前年度中の国の行政機関、独立行政法人及び国立公文
書館等における文書ファイル管理簿の記載状況、管理
状況等を取りまとめ、公表をする。

単位

保存期間が満了したときの
措置（レコードスケジュー
ル）の設定率

％目標値

90.7 91.9

90 90

実績

定量的な目標が設定できない理由

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
公文書等の管理に関する法律

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

活動実績

定性的な成果目標と25～27年度の達成状況・実績

当初見込み

機関等

一般会計

年度



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

測
定
指
標

計

実績値 ％ 90.7

職員旅費

施策 公文書管理制度の適正かつ円滑な運用

政策 適正な公文書管理の実施

年度

1.3

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

政府の公文書管理制度を所管する立場から、各行政機関におけるレコードスケジュールの早期設定を促すとともに、設定状況を確認するため、以下の
業務を実施。
・手順に基づき各行政機関から報告を受けたレコードスケジュール設定状況について専門家の知見を活用しながら内容を確認。
・各行政機関における行政文書の管理状況の報告の取りまとめ、概要の公表。
上記の業務や状況報告を通じ、各行政機関における公文書管理の質の向上を図り、行政文書等の適正な管理及び公文書管理制度の円滑な運営と効
果的・効率的な実施を推進する。

歳出予算目

28

0.5

26年度 27年度

91.9

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

庁費

計算式 千円/部

0.3

301/700

26年度

4.8

単位

行政機関において管理する行政文書ファイル等の移管
又は廃棄の措置（レコードスケジュール）の設定状況
→当該年度末時点において管理する全行政文書ファイ
ル等のうち、レコードスケジュールを設定した行政文書
ファイル等数の割合（27年度実績値は調査中）

28年度当初予算

160/480254/480

-

千円

単位

執行額／印刷部数

単位当たり
コスト

-

目標値 ％ 90 90 90 -

160/480

28年度活動見込

0.4 0.5 0.3

5.3 1.8

年度

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

90

0.5



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

行政機関、独立行政法人等及び国立公文書館等への報告依
頼及び報告を電子メール等により行い、郵送費等のコスト削
減を図るとともに、電子媒体による報告により報告取りまとめ
等の効率化を図っている。また、調査結果報告書の印刷につ
いては、必要部数に限定しコスト削減を図っている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

‐

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名 事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

公文書等の管理に関するコンプライアンスを確保するため、
国の行政機関、独立行政法人等及び国立公文書館等の公文
書等の管理の状況を定期的に把握し内閣総理大臣に報告す
ることは、法律上の義務となっている。また、当該報告を踏ま
え、必要と認める場合には改善措置を適時適切に講じるよう
促すなど、適正かつ円滑な公文書管理の推進に活用する上
で、優先度の高い事業である。

業者の選定に当たっては、見積合わせを実施しており、競争
性を確保しつつ、経費の効率化に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

改善の
方向性

引き続き適正な予算の執行に努める。

国の行政機関及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事実の記録である公文書が、適切に作成・保存され、国立公文書館等に移管されるように
するためには、公文書等の管理又は利用等の実態を把握する必要がある。
公文書管理法の施行（平成23年）を受け、平成24年度より前年度における公文書等の管理の実態を把握しており、公文書管理法に基づいた公
文書管理を推進するために必要不可欠なものである。
公文書等の管理状況の結果は、毎年公文書管理委員会において報告後公表し、今後の文書管理推進のために活用していく。

事業名

‐

国の行政機関、独立行政法人等及び国立公文書館等から報
告された平成26年度公文書等の管理の状況に関する調査結
果については、公文書管理委員会に報告し、公表するととも
に、当該調査結果をもとに適正かつ円滑な公文書管理の推
進に活用している。また、各関係機関等に報告書を配布し共
有することで、政府全体における公文書管理の質の向上を図
るものとなっている。

○

公文書管理法により、国の行政機関、独立行政法人等及び
国立公文書館等は、内閣総理大臣に対し毎年度の公文書等
の管理状況の報告義務が課せられており、報告された調査
結果はその概要を公表しなければならいとされている。本調
査に係る経費は、調査に係る郵送費、印刷費及び国立公文
書館等、歴史資料等保有施設の運用状況等の現地調査のた
めの職員旅費に係る直接的経費であり、費目・使途は必要な
ものに限定されている。

○

随意契約（少額随契）が可能な案件においても見積合わせを
行い、最低価格の見積業者に発注を行っており、支出先の選
定は妥当である。

○

評　価項　　目

公文書等が「民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源
として」「国民が主体的に利用し得るものである」との、法に謳
われた公文書の意義を踏まえ、公文書を適正に管理するとと
もに、歴史資料として重要な公文書が広く国民に主体的に利
用されるようにすることは、行政の適正かつ効率的な運営を
実現し、現在と将来の国民への説明責任を全うするため、極
めて重要である。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

公文書管理法第９条及び第１２条の規定により地方公共団体
や民間に委ねることはできない。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

現
状
通
り

平成22年度

平成26年度における公文書等の管理等の状況について
http://www8.cao.go.jp/chosei/koubun/houkoku/houkoku.html

引き続き、事業全体の改善や効率化を検討し、概算要求に適切に反映させること。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

0001

平成24年度

平成27年度平成25年度

現
状
通
り

-

平成26年度

点検対象外

適正な予算の執行に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

0001

新24-0001

外部有識者の所見

-

0001

平成23年度

内閣府
1.7百万円

A.個人、代理店
0.4百万円

職員旅費

「平成26年度公文書等の管
理状況について」印刷製本

Ｃ.㈱アイガー
0.2百万円

Ｄ.沖ウィンテック㈱
0.1百万円

事務室内電話工事

Ｅ.日本通運㈱
0.1百万円

事務室内什器移設作業

Ｂ.㈱アライ印刷
0.9百万円

「公文書管理法関係資料
集」印刷製本

【個人、代理店】

【随意契約（少額）】

【随意契約（少額）】

【随意契約（少額）】

【随意契約（少額）】



計 0 計 0

E.日本通運㈱ F. 

費　目

0計 0 計

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

（100万円未満）

C.㈱アイガー D.沖ウィンテック㈱

費　目 使　途

（100万円未満） （100万円未満）

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

B.㈱アライ印刷

（100万円未満）

費　目

（100万円未満）

使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.個人、代理店



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

研修講師（高松）ほか

職員国内出張旅費

研修講師（札幌）

研修講師（広島）

研修講師（金沢）ほか

研修講師（名古屋）ほか

研修講師（仙台）

研修講師（那覇）

研修講師（福岡）

研修旅費（入間）

0

0

0.1

0.1

0

0

0

0

-

-

-

-

-

- - -

-

- -

法　人　番　号

4013201004021

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

-

- -

-

-

-

0

- 0.1

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 ㈱アイガー 6011101000106
「平成26年度公文書等の管
理状況について」印刷製本

0.2
随意契約
（少額）

- -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

㈱アライ印刷 6010901000777
「公文書管理法関係資料
集」印刷製本

0.9
随意契約
（少額）

- -

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

10

- -

2

3

9

6

1

- -

-

- -

8

7

5 - -

- -

4

個人

東武トップツアーズ㈱
東京国際事業部新宿
支店

個人

個人

個人

個人

個人

個人

個人

個人

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

沖ウィンテック㈱ 6010701001991 事務室内電話工事 0.1
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本通運㈱東京北支
店

4010401022860 事務室内什器移設作業 0.1
随意契約
（少額）

- -


